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１ 特別保護地区の概要 

（１）特別保護地区の名称 

宍道湖特別保護地区 

 

（２）特別保護地区の区域 

宍道湖鳥獣保護区のうち、宍道湖の平均水位（東京湾平均海面（T.P.）＋0.3ｍ）の水

際線（以下「湖岸線」という。）と宍道湖大橋の北西側交点を起点とし、同所から同橋

を南進し湖岸線との交点に至り、同所から湖岸線を南進し宍道湖夕日スポット南西端

に至り、同所から同所と同所から沖合 50m の点を結ぶ直線を西進し同所に至り、同所

から湖岸線から沖合 50m の距離を置いて引いた線を南西に進み新建川河口右岸から

沖合 50m の点に至り、同所から同所と同川河口左岸から沖合 50m の点を結ぶ直線を北

西に進み同所に至り、同所から湖岸線から沖合 50m の距離を置いて引いた線を北東に

進み斐川なぎさ公園管理協定区域西端と伊野川河口左岸を結ぶ直線との交点に至り、

同所から同直線を南進し湖岸線との交点に至り、同所から湖岸線を西進し平成 11 年

度宍道湖斐川環境護岸工事整備箇所と平成 12 年度宍道湖斐川環境護岸その２工事整

備箇所の境界線との交点に至り、同所から同所と五右衛門川河口左岸を結ぶ直線を西

進し湖岸線から沖合 50m の距離を置いて引いた線との交点に至り、同所から湖岸線か

ら沖合 50m の距離を置いて引いた線を北進し新左岸排水機場樋門北東端から湖岸線

を 79m 北進した点から沖合 50m の点に至り、同所から同所と新左岸排水機場樋門北東

端から湖岸線を 152m 北進した点を結ぶ直線を北西に進み同所に至り、同所から湖岸

線を西進し島崎漁港南側境界線との交点に至り、同所から同線を東進し同線の南東端

に至り、同所から同所と斐伊川河口左岸側宍道湖湖岸堤南東端を結ぶ直線を北進し湖

岸線との交点に至り、同所から湖岸線を北進し論田川物揚場東側防波堤との交点に至

り、同所から同防波堤東縁を北進し同防波堤北東端に至り、同所から同所と同川物揚

場北側防波堤北西端を結ぶ直線を西進し湖岸線との交点に至り、同所から湖岸線を北

進し湖岸線と平田船川河口右岸防波堤との交点に至り、同所から同所と同川河口左岸

を結ぶ直線を北西に進み同所に至り、同所から湖岸線を北進し苅藻谷川河口右岸との

交点に至り、同所から同所と同所から沖合 50m の点を結ぶ直線を東進し同所に至り、

同所から湖岸線から沖合 50m の距離を置いて引いた線を北進し島根県松江市千鳥町

33 番地南西端から沖合 50m の点に至り、同所から同所と島根県松江市千鳥町 33 番地

南西端と湖岸線との交点を結ぶ直線を北進し同所に至り、同所から湖岸線を東進し起

点に至る線により囲まれた区域 

 

（３）国指定鳥獣保護区の存続期間 

令和７(2025)年 11 月 1 日から令和 17(2035)年 10 月 31 日まで（10 年間） 

 

２ 特別保護地区の保護に関する指針 

（１）国指定鳥獣保護区の指定区分 

集団渡来地の保護区 

 

（２）特別保護地区の指定目的 

当該区域は、島根県東部に位置する汽水湖で、淡水及び海水に生息・生育する

両方の動植物が見られる多様な自然環境を有している。 

このような自然環境を反映して、ガンカモ類を始め約 280 種の鳥類の生息が確

認されている。特に、ガンカモ類は例年 30,000 羽以上が渡来する国内最大級の渡

来地であり、その中でもマガンは 3,000 羽前後、スズガモは 10,000 羽以上が渡来
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している。また近年では、数万羽のトモエガモが一時的に飛来する状況が確認さ

れている。 

さらに、環境省レッドリスト 2020 に掲載されている絶滅危惧ⅠＢ類のクロツラ

ヘラサギ、絶滅危惧Ⅱ類のマナヅル、オジロワシ等のほか、当該区域西部のヨシ原

には準絶滅危惧のヨシゴイの渡来も確認されている。 

宍道湖鳥獣保護区で渡来数の多い、キンクロハジロ及びスズガモは宍道湖の水域全

体を、またコハクチョウ等は採餌の場として浅場をそれぞれ利用している。また、当

該鳥獣保護区に渡来する水鳥はその広い範囲をねぐらや休息の場として利用してい

る。このように、当該鳥獣保護区の大部分を占める水域は、水鳥にとって特に重要

な区域であることから、当該区域を鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律（平成 14 年法律第 88 号）第 29 条第１項に規定する特別保護地区に指定

し、当該区域に渡来する渡り鳥及びその生息地の保護を図るものである。 

 

（３）管理方針 

集団渡来地の保護区として、ガンカモ類を始めとし、ヨシゴイ等の希少な鳥類等、

地域の多様な鳥類相と生息環境の保護を図るため、以下の施策等を実施する。 

ア 国指定鳥獣保護区管理員によるモニタリング調査等を通じて、区域内の鳥類の生

息状況の把握に努める。 

イ 鳥類を驚かすような人の不用意な行動、ごみの散乱等による鳥類の生息への影響

を防止するため、現場の巡視や関係地方公共団体、関係機関等と連携協力した利用

者及び地域住民への普及啓発活動等に取り組む。 

ウ 違法捕獲防止や制札の維持管理、鳥インフルエンザ感染拡大等の異変の早期把握

のため、環境省職員及び国指定鳥獣保護区管理員による定期的な巡視を行う。 

 

３ 国指定鳥獣保護区特別保護地区の面積内訳 

別表１のとおり。 

 

４ 指定区域における鳥獣の生息状況 

（１）当該地域の概要 

ア 国指定鳥獣保護区特別保護地区の位置 

当該区域は、島根県東部（松江市、出雲市）の、斐伊川水系の下流部に位置し、

中海、境水道を通じて日本海につながる汽水湖である。 

 

イ 地形、地質等 

当該区域は、面積が約 79km2 であり、日本で７番目に大きい湖である宍道湖内に位

置する。元は海であった場所であり、砂州の発達及び斐伊川等からの流入土砂により

閉鎖性水域となった海跡湖である。水深は、最深部で６ｍ、平均水位 4.5ｍで、中央

部は水深４から５ｍの湖底平原となっている。 

 

ウ 植物相の概要 

当該区域は、塩分濃度が海水の３分の１から 10 分の１で、アオノリ等の藻類が生

育しているほか、近年はツツイトモやリュウノヒゲモ等の沈水植物の分布が拡大して

いる。また、流入河川の河口部等にヨシが生育している。 

 

エ 動物相の概要 
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当該区域では、既存文献等によれば、マガン、コハクチョウのほか、マガモ、キン

クロハジロ、スズガモ等のガンカモ類、ハマシギ、コチドリ等のシギ・チドリ類、ミ

サゴ等の猛禽類等、鳥獣保護区周辺の陸域を含め 61 科 283 種の鳥類が確認されてい

る。また、海水魚・汽水魚ではサッパ、スズキ、ボラ類等のほか、環境省レッドリス

ト 2020 に掲載されている絶滅危惧Ⅱ類のシンジコハゼの生息が確認されており、淡

水魚ではイトヨやカワヤツメなどが生息している。貝類ではヤマトシジミ、イシマキ

ガイ、カワザンショウガイ等の生息が確認されている。 

 

（２）生息する鳥獣類 

ア 鳥類 

別表２のとおり。 

 イ  獣類  

   別表３のとおり。  

 

（３）当該地域の農林水産物の被害状況 

当該区域では、カモ類やカワウによる水産物への影響が報告されている。当該区域

には農地が含まれていないが、近隣の周辺農地においては、ヌートリア、カラス類等

による農作物への被害が報告されている。 

 

５ 施設整備に関する事項 

（１）特別保護地区用制札       １ 本 

（２）案内板              １ 基 

 

６ 参考事項  

（１）当初指定  

   平成 17(2005)年 11 月１日(平成 17(2005)年 10 月 31 日  告示第 109 号）  

（２）経緯 

   平成 27(2015)年 11 月１日(平成 27(2015)年 10 月 30 日 告示 304 号) 再指定 
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別表１  宍道湖特別保護地区の面積内訳  

◆形態別面積内訳                 

 鳥獣保護区 特別保護地区 特別保護指定区域 
既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 

総面積 

   林野 

   農耕地 

   水面 

   その他 

7,899 ha    0 ha 7,899 ha 7,688 ha 0 ha 7,688 ha - - - 

 

  

7,898  ha 

  1  ha 

 

 

 

 

 

 

7,898 ha 

  1 ha 

 

 

7,687 ha 

 1 ha 

 

 

     

  

 

 

7,687 ha 

1 ha 

   

 

◆土地所有別面積内訳  

 鳥獣保護区 特別保護地区 特別保護指定区域 
既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 

国有地(陸域) 

 国有林 

  林野庁所管 

   制限林 

    保安林 

    砂防指定地 

    その他 

   普通林 

  文部科学省所管 

 国有林以外の国有地 

0 ha 0 ha 0 ha 0 ha 0 ha 0 ha - - - 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

      

地方公共団体有地 

 都道府県有 

  制限林地 

    保安林 

    砂防指定地 

    その他 

  普通林地 

  その他 

 市町村有地等 

  制限林地 

    保安林 

    砂防指定地 

    その他 

  普通林地 

  その他 

0 ha 0 ha 0 ha 0 ha 0 ha 0 ha - - - 

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

    

   

私有地等 

  制限林地 

    保安林 

    砂防指定地 

    その他 

  普通林地 

  その他 

25 ha 0 ha 25 ha 7 ha 0 ha 7 ha - - - 

 

 

 

 

 

25 ha 

 

 

 

 

 

0 ha 

 

 

 

 

 

25 ha 

 

 

 

 

 

7 ha 

 

 

 

 

 

0 ha 

 

 

 

 

 

7 ha 

   

公有水面 

 国土交通省所管 

 県所管 

7,874 ha 0 ha 7,874 ha 7,681 ha 0 ha 7,681 ha - - - 

7,874 ha 

0 ha 

  

 

7,874 ha 

0 ha 

7,681 ha 

0 ha 

  

  

7,681 ha 

0 ha 

   

計 7,899 ha 0 ha 7,899 ha 7,688 ha 0 ha 7,688 ha - - - 

 

◆他法令による規制区域 

 鳥獣保護区 特別保護地区 特別保護指定区域 
既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 既 存 面 積 拡大(縮小)面積 拡大(縮小)後の面積 

自然環境保全法による地域 

  特別地域 

  普通地域 

自然公園法による地域 

(宍道湖北山県立自然公園)  

特別保護地区 

  特別地域 

  普通地域 

- - - - - - - - - 

         

7,899 ha  0 ha   7,899 ha 7,688 ha 0 ha 7,688 ha - - - 

 

0 ha 

1 ha 

7,898 ha 

 

 

 

 

  0 ha 

1 ha 

7,898 ha 

 

0 ha 

1 ha 

7,687 ha 

 

 

 

 

0 ha 

1 ha 

7,687 ha 

   

文化財保護法による地域 - - - - - - - - - 

 

１．ヘクタール単位とし、原則として小数点以下を四捨五入する。  

２．面積の精査により、数値の変更があった場合は、精査前の面積を既存面積の項に（  ）書きで上段に記載する。  

３．「形態別内訳」の水面については、干潟の面積を内数で〈  〉書きで記入する。  

４．「所有者別内訳」の保安林については、森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 25 条第１項各号の目的別に面積を記載する。  

５．「他の法令による規制区域」については、自然環境保全法（昭和 47 年法律第 85 号）に基づく指定地域（国指定自然環境保全地域及び都道府県

指定自然環境保全地域）、自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）に基づく指定地域（国立公園、国定公園及び都道府県立自然公園）、文化財保

護法（昭和 25 年法律第 214 号）に基づき区域指定されている地域のいずれかに該当する場合に、それら規制区域ごとに名称と面積を記入する。 
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